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次の規則をここに公布する。 

令和７年９月 30日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩    

 

 

宮城県規則第  126 号   産業技術総合センター条例施行規則の一部を改正する規則 

宮城県規則第 127 号  手数料条例施行規則等の一部を改正する規則 
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産業技術総合センター条例施行規則の一部を改正する規則 

産業技術総合センター条例施行規則（平成 11 年宮城県規則第 69 号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

(使用料等の納入方法等) 

第７条 条例第８条の規則で定める方法は、次に掲げる方法とす

る。 

(1)・(2) ［略］

２ あらかじめ使用料又は手数料（以下この項において「使用料等」

という。）の額を算定することができない場合において、施設等

使用申請書（様式第１号）又は研究員技術的支援依頼書（様式第

４号）にその旨を記載して提出されたときは、当該使用料等の後

納を認めることができる。この場合において、当該使用料等の納

入方法は、前項第１号に掲げる方法に限るものとする。 

３ 同時に複数の第５条第１項第１号に掲げる依頼をしようとす

る場合において、一括納入申請書（様式第６号）を提出したとき

は、手数料を一括して納入することができる。この場合において、

当該手数料の納入方法は、第１項第１号に掲げる方法に限るもの

とする。 

別表第１ 

(1)・(2) ［略］

備考

(1) 第２条第３項の規定により所長が別に定める施設等を休

業日又は使用時間外に使用する場合の使用料の額は、この表

の額の２割に相当する額を加算した額とする。

(使用料等の納入方法の特例) 

第７条 条例第８条ただし書の規定により、所長が特に必要と認め

るときは、次に掲げる方法（第２号に掲げる方法にあっては、第

５条第１項第１号の依頼がなされた場合に限る。)により使用料

又は手数料を納入させることができる。 

(1)・(2) ［略］

２ 条例第８条ただし書の規定により、所長が特に必要と認めると

きは、後納申請書（様式第６号）による申請に基づき、使用料又

は手数料の後納を認めることができる。ただし、あらかじめ使用

料の額を算定することができないために当該使用料の後納を申

請するときは、施設等使用申請書(様式第１号)にその旨を記載す

ることをもって後納申請書（様式第６号）の提出に代えることが

できる。 

別表第１ 

(1)・(2) ［略］

備考

(1) 第２条第３項の規定により所長が別に定める施設等を休

業日又は使用時間外に使用する場合の使用料の額は、この表

の額の２割に相当する額を加算した額（100円未満の端数が
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(2)・(3) ［略］

別表第２ 

(1)～(4) ［略］ 

備考 

(1) 研究員技術的支援を休業日又は使用時間外に依頼する場

合の手数料の額は、この表の第３号に定める額の２割に相当

する額を加算した額とする。

(2) ［略］

様式第１号（第３条、第７条関係） 

施設等使用申請書 

［略］ 

〒 

住所又は所在地 

氏名又は名称

電 話 番 号 

［略］ 

［略］ 

□ あらかじめ使用料の額を算定できないため、後納を承認さ

れるよう申請します。 

※ 該当する場合は、チェックを入れてください。

［略］ 

以下の※欄は記入しないでください。 

［略］ 

あるときは、100円に切り上げる。）とする。 

(2)・(3) ［略］

別表第２ 

(1)～(4) ［略］ 

備考 

(1) 研究員技術的支援を休業日又は使用時間外に依頼する場

合の手数料の額は、この表の第３号に定める額の２割に相当

する額を加算した額（100円未満の端数があるときは、100円

に切り上げる。）とする。

(2) ［略］

様式第１号（第３条、第７条関係） 

施設等使用申請書 

［略］ 

住所又は所在地 

氏名又は名称 印 

T E L ・ F A X 

［略］ 

［略］ 

使用前に使用料の額を算定できないため、後納を承認されるよ

う申請します。 有 

※ 該当する場合は、「有」を○で囲んでください。

［略］ 

以下の※欄は記入しないでください。県収入証紙はり付け欄等

が不足の場合は、裏面を御利用ください。 

［略］ 
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様式第３号（第５条関係） 

試験等（成績書謄本交付）依頼書 

［略］ 

〒 

住所又は所在地 

氏名又は名称

電 話 番 号 

［略］ 

［略］ 

様式第４号（第５条関係） 

（表） 

研究員技術的支援依頼書 

［略］ 

〒 

住所又は所在地 

氏名又は名称  

電 話 番 号 

［略］ 

［略］ 

※欄は記載しないでください。

県 収 入 証 紙

はり付け欄 
＿________________________________________ 

様式第３号（第５条関係） 

試験等（成績書謄本交付）依頼書 

［略］ 

住所又は所在地 

氏名又は名称 印 

ＴＥＬ 

ＦＡＸ 

［略］ 

［略］ 

県 収 入 証 紙

はり付け欄 
＿________________________________________ 

様式第４号（第５条関係） 

（表） 

研究員技術的支援依頼書 

［略］ 

住所又は所在地 

氏名又は 名称 印

ＴＥＬ・ＦＡＸ 

［略］ 

［略］ 

※欄は記入しないでください。県収入証紙はり付け欄等が不足

の場合は、裏面を御利用ください。 
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［略］ 

□ あらかじめ手数料の額を算定できないため、後納を承認さ

れるよう申請します。 

※ 該当する場合は、チェックを入れてください。 

（裏） 

［略］ 

  

［略］ 

 

様式第５号（第５条関係） 

研 修 員 受 入 依 頼 書 

［略］ 

〒 

住所又は所在地 

氏名又は名称           

電 話 番 号 

［略］ 

［略］ 

 

 

［略］ 

県収入証紙

はり付け欄 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（裏） 

［略］ 

県収入証紙

はり付け欄 
 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

［略］ 

 

様式第５号（第５条関係） 

研 修 員 受 入 依 頼 書 

［略］ 

住所又は所在地 

氏名又は名称          印 

ＴＥＬ 

ＦＡＸ 

［略］ 

［略］ 

県 収 入 証 紙

はり付け欄 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

  

 様式第６号を次のように改める。 
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様式第６号(第７条関係) 

一 括 納 入 申 請 書 

年  月  日 

宮城県産業技術総合センター所長 殿 

〒 

住所又は所在地 

氏名 又は 名称 

電 話 番 号 

下記のとおり手数料の一括納入を承認されるよう申請します。 

記 

一括納入を希望する 

依 頼 事 項 

備考 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年 10 月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前に許可がなされた使用に係る使用料及び依頼がなされた研究員による技術的支援に係る手数料については、なお従

前の例による。 

３ 改正前の産業技術総合センター条例施行規則の規定による諸様式で取扱い上著しく支障のないものについては、当分の間、改正後の産業技

術総合センター条例施行規則の規定によるものとみなす。 
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手数料条例施行規則等の一部を改正する規則 

（手数料条例施行規則の一部改正） 

第１条 手数料条例施行規則（平成12年宮城県規則第70号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（手数料の納付方法） 

第４条 条例第２条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法

(2) 知事の発行する納入通知書による方法

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法

（納付の特例） 

第４条 条例第２条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合

（公害紛争処理条例施行規則の一部改正） 

第２条 公害紛争処理条例施行規則（昭和46年宮城県規則第19号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（手数料の納入方法） 

第２条 条例第６条第３項及び第４項の知事が別に定める方法は、次

に掲げる方法とする。 

(1) 現金による方法

(2) 知事の発行する納入通知書による方法

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法

（納付の特例） 

第２条 条例第６条第３項ただし書及び第４項ただし書の別に定め

る場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 現金により納付する場合

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合
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 （鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行細則の一部改正） 

第３条 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行細則（昭和38年宮城県規則第86号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

様式第１号の５（第３条関係） 

（表面） ［略］ 

（裏面） 

様式第６号（第３条関係） 

（表面） 

様式第１号の５（第３条関係） 

（表面） ［略］ 

（裏面） 

様式第６号（第３条関係） 

（表面） 

［略］ 

狩猟者登録手数料及び狩猟税について 
狩猟者登録手数料及び狩猟税については、各合同庁舎等に設置されている券売機で納付してください。 

［略］ 

レシート（提出用）

貼  付  欄 
［略］ ［略］ 

（注） ［略］ 

［略］ 

狩猟者登録手数料及び狩猟税について 

［略］ 

宮 城 県 

収入証紙 

レシート（提出用）

貼 付 欄 

［略］ ［略］ 

（注） ［略］ 

受験日 受験番

号

［略］
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 （裏面） ［略］ 

様式第７号（第３条関係） 

様式第８号（第３条関係） 

（表面） 

 （裏面） ［略］ 

様式第７号（第３条関係） 

様式第８号（第３条関係） 

（表面） 

整理番号 受験日 受験番号 

狩 猟 免 許 申 請 書 

［略］ 
［略］ 

レ シ ー ト

（ 提 出 用 ） 

貼 り 付 け 欄 

＊［略］ 

［略］ 

［略］ 

(注) ［略］ 

整理番号 受験日 受験番号 

狩 猟 免 許 申 請 書 

［略］ 
［略］ 

収 入 証 紙 

はり付け欄 

＊［略］ 

［略］ 

［略］ 

(注) ［略］ 

年  月  日 

〔狩猟免状・狩猟者登録証・狩猟者記章〕 

住 所 等 変 更 届 出 書 

亡 失 届 出 書 

再 交 付 申 請 書 

宮城県知事 殿 

［略］ 

レ シ ー ト

（ 提 出 用 ） 

〔＊［略］〕 

［略］ 

(注) ［略］ 

年  月  日 

〔狩猟免状・狩猟者登録証・狩猟者記章〕 

住 所 等 変 更 届 出 書 

亡 失 届 出 書 

再 交 付 申 請 書 

宮城県知事 殿 

［略］ 

収 入 証 紙 

〔＊［略］〕 

［略］ 

(注) ［略］ 
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（裏面） ［略］ （裏面） ［略］ 

（と畜場法施行細則の一部改正） 

第４条 と畜場法施行細則（昭和29年宮城県規則第50号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

第18条 条例第13条第３項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法

(2) 知事の発行する納入通知書による方法

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法

第18条 条例第13条第３項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合

（製菓衛生師法施行細則の一部改正） 

第５条 製菓衛生師法施行細則（昭和42年宮城県規則第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

整理番号 受講日 受講番号 

狩 猟 免 許 更 新 申 請 書 

［略］ 
［略］ 

レ シ ー ト

（ 提 出 用 ） 

貼 り 付 け 欄 

＊［略］ 

［略］ 

［略］ 

(注) ［略］ 

整理番号 受講日 受講番号 

狩 猟 免 許 更 新 申 請 書 

［略］ 
［略］ 

収 入 証 紙 

はり付け欄 

＊［略］ 

［略］ 

［略］ 

(注) ［略］ 
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改 正 後 改 正 前 

様式第１号（第４条関係） 

製菓衛生師免許申請書 

［略］ 

(備考) 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

様式第２号（第６条関係） 

製菓衛生師試験受験願書 

［略］ 

（備考） 

添付書類 

(1) 写真１枚（出願前６ヶ月以内に脱帽して正面から撮影した縦

６センチメートル、横４センチメートルのもの。裏面に撮影年月

日及び氏名を記入すること。） 

(2) 受験資格を有することを証する書類

(3) 菓子製造技能士である者は、その技能検定合格証書の写し

様式第１号（第４条関係） 

製菓衛生師免許申請書 

［略］ 

(備考) 

１ 宮城県の発行する収入証紙を貼り付けること。 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

様式第２号（第６条関係） 

製菓衛生師試験受験願書 

［略］ 

（備考） 

１ 宮城県の発行する収入証紙を貼り付けること。 

２ 添付書類 

(1) 写真１枚（出願前６ヶ月以内に脱帽して正面から撮影した縦

６センチメートル、横４センチメートルのもの。裏面に撮影年月

日及び氏名を記入すること。） 

(2) 受験資格を有することを証する書類

(3) 菓子製造技能士である者は、その技能検定合格証書の写し

手数料欄 収 入 証 紙 

○ ○ 円

手数料欄 収 入 証 紙 

○ ○ 円
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様式第８号（第11条関係） 

製菓衛生師免許証書換え交付申請書 

［略］ 

様式第９号（第12条関係） 

製菓衛生師免許証再交付申請書 

［略］ 

（備考） 

添付書類 

製菓衛生師免許証（破損、汚損の場合） 

様式第８号（第11条関係） 

製菓衛生師免許証書換え交付申請書 

［略］ 

(備考) 

宮城県の発行する収入証紙を貼り付けること。 

様式第９号（第12条関係） 

製菓衛生師免許証再交付申請書 

［略］ 

（備考） 

１ 宮城県の発行する収入証紙を貼り付けること。 

２ 添付書類 

製菓衛生師免許証（破損、汚損の場合） 

 （食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細則の一部改正） 

第６条 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細則（平成３年宮城県規則第48号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

手数料欄 収 入 証 紙 

○ ○ 円

手数料欄 収 入 証 紙
○ ○ 円
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（手数料の納付方法） 

第４条 条例第12条第３項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定する納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

（納付の特例） 

第４条 条例第 12 条第３項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

  

（食品衛生法施行細則の一部改正） 

第７条 食品衛生法施行細則（昭和27年宮城県規則第57号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納付方法） 

第12条 条例第９条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指定

納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

様式第２号（第６条第１項関係） 

 （表面） 

 

 

 

 

 

（納付の特例） 

第12条 条例第９条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

  より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指定

  納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

 

様式第２号（第６条第１項関係） 

（表面） 
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 様式第２号（第６条第１項関係）【表面：許可・届出共通】   許可番号    

            固定・自販機・自動車・仮設・臨時・届出  

  
レシート（提出用）貼用欄 

 手数料番号    

  手数料確認    

    ※ 管理者記載欄   

                    

    [略]    

    営業許可申請書・営業届（新規・更新）      

    [略]      

          

 （裏面） ［略］ 

 

様式第７号（第９条関係） 

        

 様式第７号（第９条関係）   許可番号    

             固定・自販機・自動車・仮設・臨時   

  
レシート（提出用）貼用欄 

 手数料番号    

  手数料確認    

    ※ 管理者記載欄   

                    

    [略]    

    営業許可証書換え交付申請書      

    [略]      

          

 

様式第８号（第９条関係） 

 

 

        

 様式第２号（第６条第１項関係）【表面：許可・届出共通】   許可番号    

            固定・自販機・自動車・仮設・臨時・届出  

  
収入証紙貼用欄 

 消印番号    

  手数料確認    

    ※ 管理者記載欄   

                    

    [略]    

    営業許可申請書・営業届（新規・更新）      

    [略]      

          

 （裏面） ［略］ 

 

様式第７号（第９条関係） 

        

 様式第７号（第９条関係）   許可番号    

             固定・自販機・自動車・仮設・臨時   

  
収入証紙貼用欄 

 消印番号    

  手数料確認    

    ※ 管理者記載欄   

                    

    [略]    

    営業許可証書換え交付申請書      

    [略]      

          

 

様式第８号（第９条関係） 
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（ふぐの処理等の規制に関する条例施行規則の一部改正） 

第８条 ふぐの処理等の規制に関する条例施行規則（令和３年宮城県規則第25号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（手数料の納付方法） 

第19条 条例第26条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法

(2) 知事の発行する納入通知書による方法

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法

様式第１号（第４条関係） 

（表面） 

（納付の特例） 

第19条 条例第26条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合

様式第１号（第４条関係） 

（表面） 

様式第８号（第９条関係） 許可番号 

固定・自販機・自動車・仮設・臨時 

レシート（提出用）貼用欄

手数料番号 

手数料確認 

※ 管理者記載欄

[略] 

営業許可証再交付申請書 

[略] 

様式第８号（第９条関係） 許可番号 

固定・自販機・自動車・仮設・臨時 

収入証紙貼用欄 

消印番号 

手数料確認 

※ 管理者記載欄

[略] 

営業許可証再交付申請書 

[略] 
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ふぐ処理者免許申請書 

[略]  

 

 （裏面） 

（備考） 

１・２ ［略］ 

 

 

 

様式第６号（第11条関係） 

 

 

 

ふぐ処理者免許証書換え交付申請書 

［略］ 

（備考） 

 添付書類 ふぐ処理者免許証 

 

 

 

 

様式第７号（第12条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふぐ処理者免許申請書 

[略] 

 

 （裏面） 

（備考）  

  １・２ ［略］ 

  ３ 宮城県の発行する収入証紙を貼り付けること。 

 

 

様式第６号（第11条関係） 

 

 

 

ふぐ処理者免許証書換え交付申請書 

[略] 

  （備考） 

    １ 添付書類 

    ふぐ処理者免許証 

    ２ 宮城県の発行する収入証紙を貼り付けること。 

 

 

様式第７号（第12条関係） 

 

 

 

 

 

手数料欄 

手数料欄 

宮城県収入証紙
貼 り 付 け 欄 

宮城県収入証紙
貼 り 付 け 欄 
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ふぐ処理者免許証再交付申請書 

［略］ 

（備考) 免許証を破り、又は汚した場合には、その免許証を添付

すること。 

    

 

 

 

様式第８号（第15条関係） 

 

 

 

ふぐ処理者試験受験願書 

［略］ 

 （備考） 

１・２ ［略］ 

  

 

 

 

 

ふぐ処理者免許証再交付申請書 

［略］ 

（備考） 

 １ 免許証を破り、又は汚した場合には、その免許証を添付する

こと。 

 ２ 宮城県の発行する収入証紙を貼り付けること。 

 

 

様式第８号（第15条関係） 

 

 

 

ふぐ処理者試験受験願書 

［略］ 

  （備考） 

１・２ ［略］ 

３ 宮城県の発行する収入証紙を貼り付けること。 

  

（クリーニング業法施行細則の一部改正） 

第９条 クリーニング業法施行細則（昭和31年宮城県規則第35号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（手数料の納付方法） 

第14条 条例第３条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

 

 （納付の特例） 

第14条 条例第３条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

手数料欄 

手数料欄 

宮城県収入証紙
貼 り 付 け 欄 

宮城県収入証紙
貼 り 付 け 欄 
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法とする。 

 (1) 現金による方法 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

様式第１号（第５条関係） 

 （表面） 

 

レシート（提出用）貼付欄 

クリーニング所開設届 

［略］ 

 

（裏面） ［略］ 

 

様式第４号（第８条関係） 

 

       クリーニング師試験願書 
レシート（提出用） 

貼 り 付 け 欄 

［略］ 

 

 

様式第５号（第９条関係） 

 

       クリーニング師免許申請書 
レシート（提出用） 

貼 り 付 け 欄 

収 入 証 紙 

は り 付 け 欄 

［略］ 

 

場合とする。 

 (1) 現金により納付する場合 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

 

様式第１号（第５条関係） 

 （表面） 

 

宮城県収入証紙貼付欄 

クリーニング所開設届 

［略］ 

 

（裏面） ［略］ 

 

様式第４号（第８条関係） 

 

       クリーニング師試験願書 
収 入 証 紙 

は り 付 け 欄 

［略］ 

 

 

様式第５号（第９条関係） 

 

       クリーニング師免許申請書 
収 入 証 紙 

は り 付 け 欄 

［略］ 
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様式第６号（第10条関係） 

 

       クリーニング師免許証再交付申請書 
レシート（提出用） 

貼 り 付 け 欄 

［略］ 

 

 

様式第７号（第11条関係） 

 

       クリーニング師免許証訂正申請書 
レシート（提出用） 

貼 り 付 け 欄 

［略］ 

 
 

 

様式第６号（第10条関係） 

 

       クリーニング師免許証再交付申請書 
収 入 証 紙 

は り 付 け 欄 

［略］ 

 

 

様式第７号（第11条関係） 

 

       クリーニング師免許証訂正申請書 
収 入 証 紙 

は り 付 け 欄 

［略］ 

 
 

  

（理容師法施行細則の一部改正） 

第10条 理容師法施行細則（昭和33年宮城県規則第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

 （手数料の納付方法） 

第６条 条例第７条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

 (1) 現金による方法 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

 

 （納付の特例） 

第６条 条例第７条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

 (1) 現金により納付する場合 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 
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様式第１号（その１）（第２条関係） 

 

 

 
レシート（提出用）貼付欄 

理容所開設届 

［略］ 

 

様式第１号（その２）・様式第１号（その３） ［略］ 

様式第１号（その１）（第２条関係） 

 

 

 
宮城県収入証紙貼付欄 

理容所開設届 

［略］ 

 

様式第１号（その２）・様式第１号（その３） ［略］ 

  

（美容師法施行細則の一部改正） 

第11条 美容師法施行細則（昭和33年宮城県規則第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

 （手数料の納付方法） 

第６条 条例第７条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

（納付の特例） 

第６条 条例第７条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金による方法 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

様式第１号（その１）（第２条関係） 

 

 

 

 (1) 現金により納付する場合 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

 

様式第１号（その１）（第２条関係） 
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レシート（提出用）貼付欄

美容所開設届 

［略］ 

様式第１号（その２）・様式第１号（その３） ［略］ 

宮城県収入証紙貼付欄 

美容所開設届 

［略］ 

様式第１号（その２）・様式第１号（その３） ［略］ 

（旅館業法施行細則の一部改正） 

第12条 旅館業法施行細則（昭和33年宮城県規則第23号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（手数料の納付方法） 

第10条 条例第10条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法

様式第１号（その１）（第２条関係） 

（納付の特例） 

第10条 条例第10条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合

様式第１号（その１）（第２条関係） 
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 レシート（提出用）貼り付け欄 

旅館業営業許可申請書 

［略］ 

 

様式第１号（その２）・様式第１号（その３） ［略］ 

 

様式第２号（第２条関係） 

 

 レシート（提出用）貼り付け欄 

旅館業営業承継承認申請書 
［略］ 

 

 

様式第３号（第２条関係） 

 

 レシート（提出用）貼り付け欄 

旅館業営業承継承認申請書 
［略］ 

 

 

様式第４号（第２条関係） 

 

 レシート（提出用）貼り付け欄 

旅館業営業承継承認申請書 
［略］ 

 
 

 

  

旅館業営業許可申請書 宮城県収入証紙はり付け欄 

［略］ 

 

様式第１号（その２）・様式第１号（その３） ［略］ 

 

様式第２号（第２条関係） 

 

  

旅館業営業承継承認申請書 宮城県収入証紙貼り付け欄 

［略］ 

 

 

様式第３号（第２条関係） 

 

  

旅館業営業承継承認申請書 宮城県収入証紙はり付け欄 

［略］ 

 

 

様式第４号（第２条関係） 

 

  

旅館業営業承継承認申請書 宮城県収入証紙貼り付け欄 

［略］ 
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（建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行細則の一部改正） 

第13条 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行細則（昭和56年宮城県規則第25号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

様式第４号(第４条関係) 

登 録 申 請 書 

［略］ 

レシート(提出用)

貼 り 付 け 欄 

様式第４号(第４条関係) 

登 録 申 請 書 

［略］ 

宮城県収入証紙 

は り 付 け 欄 

 （化製場等に関する法律施行細則の一部改正） 

第14条 化製場等に関する法律施行細則（昭和59年宮城県規則第48号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 （手数料の納入方法） 

第６条 条例第12条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法

 （納付の特例） 

第６条 条例第12条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合
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（興行場法施行細則の一部改正） 

第15条 興行場法施行細則（昭和59年宮城県規則第54号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

（公衆浴場法施行細則の一部改正） 

第16条 公衆浴場法施行細則（昭和61年宮城県規則第32号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

改 正 後 改 正 前 

 （手数料の納入方法） 

第12条 条例第13条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法

様式第１号（その１）（第２条関係） 

レシート（提出用）貼り付け欄

興行場営業許可申請書 

［略］ 

様式第１号（その２） ［略］ 

 （納付の特例） 

第12条 条例第13条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合

様式第１号（その１）（第２条関係） 

宮城県収入証紙はり付け欄 

興行場営業許可申請書 

［略］ 

様式第１号（その２） ［略］ 
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 （手数料の納付方法） 

第７条 条例第９条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

 (1) 現金による方法 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

様式第１号（その１）（第２条関係） 

 

 

レシート（提出用）貼り付け欄 

 

公衆浴場営業許可申請書 

［略］ 

様式第１号（その２） ［略］ 

 （納付の特例） 

第７条 条例第９条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

 (1) 現金により納付する場合 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

 

様式第１号（その１）（第２条関係） 

 

 

宮城県収入証紙はり付け欄 

 

公衆浴場営業許可申請書 

［略］ 

様式第１号（その２） ［略］ 

  

（動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部改正） 

第17条 動物の愛護及び管理に関する条例施行規則（平成13年宮城県規則第27号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（手数料の納入方法） 

第11条 条例第17条第３項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

 (1) 現金による方法 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定

 （納付の特例） 

第11条 条例第17条第３項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

 (1) 現金により納付する場合 

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定
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により指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定す

る指定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

様式第１号（第３条関係） 

 

 

 

 

 

              ［略］ 

犬又は猫の引取り依頼申請書 

              ［略］ 

 

により指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定す

る指定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

 

様式第１号（第３条関係） 

 

 

 

 

               

［略］ 

犬又は猫の引取り依頼申請書 

              ［略］ 

 

  

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部改正） 

第18条 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（昭和53年宮城県規則第７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納入方法） 

第８条 条例第14条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

 

（納付の特例） 

第８条 条例第14条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

収入証紙貼付欄 
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（浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例施行規則の一部改正） 

第19条 浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例施行規則（昭和60年宮城県規則第47号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納入方法） 

第15条 条例第15条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

様式第１号（第13条関係） 

 （表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （裏） ［略］ 

 

様式第５号（第13条関係） 

 

（納付の特例） 

第15条 条例第15条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

 

様式第１号（第13条関係） 

 （表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （裏） ［略］ 

 

様式第５号（第13条関係） 

  

 

 

 

浄化槽保守点検業登録申請書 

［略］ 

 

 

 

 

収 入 証 紙 は り 付 け 欄 

 

浄化槽保守点検業登録申請書 

［略］ 

 

※手数料欄 
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浄化槽保守点検業変更登録申請書 

［略］ 

 

 

 

浄化槽保守点検業者登録簿謄本交付申請書 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

様式第13号（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第13号（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

収 入 証 紙 は り 付 け 欄 

収 入 証 紙 は り 付 け 欄 

  

（医療法施行細則の一部改正） 

第20条 医療法施行細則（平成16年宮城県規則第62号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

様式第２号 

 （第１面） 

 

 

 

 

 

様式第２号 

 （第１面） 

 

  

 

 

浄化槽保守点検業変更登録申請書 

［略］ 

※手数料欄 

  

 

 

浄化槽保守点検業者登録簿謄本交付申請書 

［略］ 

※手数料欄 
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病院（診療所）開設許可申請書 

［略］ 

 

 （第２面）～（第６面） ［略］ 

 

様式第３号 

 （表面） 

  

 

 

 

助産所開設許可申請書 

［略］ 

 

 （裏面） ［略］ 

 

様式第16号 

 

 

 

 

病院（診療所・助産所）使用許可申請書 

［略］ 

 
 

 

 

 

 

病院（診療所）開設許可申請書 

［略］ 

 

 （第２面）～（第６面） ［略］ 

 

様式第３号 

 （表面） 

 

 

 

 

助産所開設許可申請書 

［略］ 

 

 （裏面） ［略］ 

 

様式第16号 

 

 

 

 

病院（診療所・助産所）使用許可申請書 

［略］ 

 
 

  

（保健師助産師看護師法施行細則の一部改正） 

レシート（提出用） 収入 

証紙 

レシート（提出用） 収入 

証紙 

レシート（提出用） 収入 

証紙 
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第21条 保健師助産師看護師法施行細則（昭和36年宮城県規則第12号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

様式第２号 

 

 

 

 

 

准看護師籍訂正・免許証書換交付申請書 

［略］ 

 

 

様式第５号 

 

 

 

 

准看護師免許証再交付申請書 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

４ ［略］ 

５ ［略］ 

６ ［略］ 

［略］ 

 

様式第２号 

 

 

 

 

 

准看護師籍訂正・免許証書換交付申請書 

［略］ 

 

 

様式第５号 

 

 

 

 

准看護師免許証再交付申請書 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

［略］ 

 

レシート（提出用） 

レシート（提出用） 

収入 

証紙 

収  入 

証  紙 
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様式第８号 

 

 

 

 

准看護師再教育研修受講申請書 

［略］ 

 

 

様式第９号 

 

 

 

 

准看護師再教育研修修了登録申請書 

［略］ 

 

 

様式第11号 

 

成績証明書等交付申請書 

 
［略］ 

・提出書類 

［略］ 

□手数料（１枚当たり400円） 

［略］ 

□顔写真付き身分証明書の写し（運転免許証の写し、パスポートの写し等）  

［略］ 

 

様式第８号 

 

 

 

 

准看護師再教育研修受講申請書 

［略］ 

 

 

様式第９号 

 

 

 

 

准看護師再教育研修修了登録申請書 

［略］ 

 

 

様式第11号 

 

成績証明書等交付申請書 

 
［略］ 

・提出書類 

［略］ 

□宮城県収入証紙（１枚当たり400円） 

［略］ 

□身分証明書（運転免許証の写し、健康保険証の写し、パスポートの写し等） 

［略］ 

 

レシート（提出用） 

レシート（提出用） 

収入証紙 

収入証紙 

収入証紙 

レシート 

（提出用） 
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様式第13号 

 

 

 

准看護師試験合格証明書交付申請書 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

４ ［略］ 

５ ［略］ 

６ ［略］ 

［略］ 

 

 

様式第14号 

 

 

 

助産婦名簿謄本交付申請書 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

４ ［略］ 

５ ［略］ 

［略］ 

 
 

 

様式第13号 

 

 

 

准看護師試験合格証明書交付申請書 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

［略］ 

 

 

様式第14号 

 

 

 

助産婦名簿謄本交付申請書 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

１ ［略］ 

［略］ 

 
 

  

（准看護師再教育研修修了登録証の書換交付等に関する条例施行規則の一部改正） 

第22条 准看護師再教育研修修了登録証の書換交付等に関する条例施行規則（平成20年宮城県規則第88号）の一部を次のように改正する。 

レシート（提出用） 収  入 

証  紙 

レシート（提出用） 
収  入 

証  紙 
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  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

 （手数料の納付方法） 

第５条 条例第４条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

 (1) 現金による方法 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

様式第１号（第２条関係） 

 

 

 

 

准看護師再教育研修修了登録証書換交付申請書 

［略］ 

 

 

様式第２号（第３条関係） 

 

 

 

 

准看護師再教育研修修了登録証再交付申請書 

［略］ 

 
 

 （納付の特例） 

第５条 条例第４条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

 (1) 現金により納付する場合 

 (2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

 

様式第１号（第２条関係） 

 

 

 

 

准看護師再教育研修修了登録証書換交付申請書 

［略］ 

 

 

様式第２号（第３条関係） 

 

 

 

 

准看護師再教育研修修了登録証再交付申請書 

［略］ 

 
 

収入証紙 

収入証紙 

レシート 

（提出用） 

レシート 

（提出用） 
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 （調理師法施行細則の一部改正） 

第23条 調理師法施行細則（昭和34年宮城県規則第18号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

様式第６号（第７条関係） 

 （表面） 

 

 

 

調理師名簿訂正・免許証書換え交付申請書 

 

［略］ 

 

 （裏面） 

 

 備考 

  １ ［略］ 

  ２ 所定の手数料を支払った上で、レシート（提出用）等を貼

り付けること。ただし、名簿の訂正のみを申請する場合は、

手数料は要しない。 

  ３ ［略］ 

 

 

様式第８号（第９条関係） 

 

 

 

様式第６号（第７条関係） 

 （表面） 

 

 

 

調理師名簿訂正・免許証書換え交付申請書 

 

［略］ 

 

 （裏面） 

 

 備考 

  １ ［略］ 

  ２ 所定の手数料の額に相当する県の発行する収入証紙をはり

付けること。ただし、名簿の訂正のみを申請する場合は、手

数料は要しない。 

  ３ ［略］ 

 

 

様式第８号（第９条関係） 

 

 

 

※手数料欄 宮城県収入証紙 
は り 付 け 欄 
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調理師免許証再交付申請書 

 

［略］ 

 

 備考 

  １ 所定の手数料を支払った上で、レシート（提出用）等を貼

り付けること。免許証の汚損の場合は、その免許証を添付す

ること。 

  ２・３ ［略］ 

 

 

 

 

 

調理師免許証再交付申請書 

 

［略］ 

 

 備考 

  １ 所定の手数料の額に相当する県の発行する収入証紙をはり

付けること。免許証の汚損の場合は，その免許証を添付する

こと。 

  ２・３ ［略］ 

  

（栄養士法施行細則の一部改正） 

第24条 栄養士法施行細則（昭和36年宮城県規則第53号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

様式第１号（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

様式第１号（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

※手数料欄 宮城県収入証紙 
は り 付 け 欄 
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栄 養 士 免 許 申 請 書 

 

［略］ 

 
 
備考  
１・２ ［略］ 
３ 所定の手数料を支払った上で、レシート（提出用）等を貼
り付けること。 

４ ［略］ 
 

 

様式第２号（第４条関係） 

 （表面） 

 

 

 

栄養士名簿訂正・免許証書換え交付申請書 

 

［略］ 

 

 （裏面） 

  

備考 
  １ ［略］ 
  ２ 所定の手数料を支払った上で、レシート（提出用）等を貼

り付けること。ただし、名簿の訂正のみを申請する場合は、
手数料は要しない。 

  ３ ［略］ 
 

 

 

 

栄 養 士 免 許 申 請 書 

 

［略］ 

 
 
備考  
１・２ ［略］ 
３ 所定の手数料の額に相当する県の発行する収入証紙をはり
付けること。 

４ ［略］ 
 

 

様式第２号（第４条関係） 

 （表面） 

 

 

 

栄養士名簿訂正・免許証書換え交付申請書 

 

［略］ 

 

 （裏面） 

  

備考 
  １ ［略］ 
  ２ 所定の手数料の額に相当する県の発行する収入証紙をはり

付けること。ただし、名簿の訂正のみを申請する場合は、手
数料は要しない。 

  ３ ［略］ 
 

※手数料欄 宮城県収入証紙 
は り 付 け 欄 

※手数料欄 宮城県収入証紙 
は り 付 け 欄 
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様式第４号（第６条関係） 

 

 

 

 

栄養士免許証再交付申請書 

 

［略］ 

 

 備考 

  １ 所定の手数料を支払った上で、レシート（提出用）等を貼

り付けること。免許証の汚損の場合は、その免許証を添付す

ること。 

  ２・３ ［略］ 

 

 

様式第４号（第６条関係） 

 

 

 

 

栄養士免許証再交付申請書 

 

［略］ 

 

 備考 

  １ 所定の手数料の額に相当する県の発行する収入証紙をはり

付けること。免許証の汚損の場合は，その免許証を添付する

こと。 

  ２・３ ［略］ 

 

  

（母体保護法施行細則の一部改正） 

第25条 母体保護法施行細則（昭和27年宮城県規則第86号）の一部を次のとおり改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

様式第１号（第３条関係） 

受胎調節実地指導員標識交付申請書 

［略］ 

備考 この申請書は正副２通提出すること。また、所定の手数

料は、県のセルフレジで発行される「レシート（提出）」

を正本に貼り付けること。 

 

様式第１号（第３条関係） 

受胎調節実地指導員標識交付申請書 

［略］ 

備考 この申請書は正副２通提出すること。また、所定の手数

料は、その額に相当する県の発行する収入証紙を正本に貼

り付けること。 

 

※手数料欄 宮城県収入証紙 
は り 付 け 欄 
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様式第２号（第３条関係） 

受胎調節実地指導員指定証訂正申請書 

［略］ 

備考 この申請書は正本に次の書類を添付して正副２通提出す

ること。また、所定の手数料は、県のセルフレジで発行さ

れる「レシート（提出用）」を正本に貼り付けること。 

１・２ ［略］ 

 

 

様式第３号（第３条関係） 

受胎調節実地指導員指定証再交付申請書 

［略］ 

備考 １ この申請書は正副２通提出すること。また、所定の

手数料は、県のセルフレジで発行される「レシート（提

出用）」を正本に貼り付けること。 

２ ［略］ 

 

 

様式第４号（第３条関係） 

受胎調節実地指導員標識再交付申請書 

［略］ 

備考 １ この申請書は正副２通提出すること。また、所定の

手数料は、県のセルフレジで発行される「レシート（提

出用）」を正本に貼り付けること。 

２ ［略］ 

 
 

 

様式第２号（第３条関係） 

受胎調節実地指導員指定証訂正申請書 

［略］ 

備考 この申請書は正本に次の書類を添付して正副２通提出す

ること。また、所定の手数料は、その額に相当する県の発

行する収入証紙を正本に貼り付けること。 

１・２ ［略］ 

 

 

様式第３号（第３条関係） 

受胎調節実地指導員指定証再交付申請書 

［略］ 

備考 １ この申請書は正副２通提出すること。また、所定の

手数料は、その額に相当する県の発行する収入証紙を

正本に貼り付けること。 

２ ［略］ 

 

 

様式第４号（第３条関係） 

受胎調節実地指導員標識再交付申請書 

［略］ 

備考 １ この申請書は正副２通提出すること。また、所定の

手数料は、その額に相当する県の発行する収入証紙を

正本に貼り付けること。 

２ ［略］ 

 
 

  

（毒物及び劇物取締法施行細則の一部改正） 

第26条 毒物及び劇物取締法施行細則（昭和38年宮城県規則第15号）の一部を次のように改正する。 
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（手数料の納付方法） 

第14条 条例第20条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

（納付の特例） 

第14条 条例第20条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

  

  様式第11号を次のように改める。
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様式第11号（第11条関係） 

毒物劇物取扱者試験受験願書 

受験

番号 
＊ 

受

験

種

目 

一 般 

農業用品目 

特 定 品 目 

  年  月  日   

  宮城県知事    殿 

本籍地都道府県名   

  

 

 

 

 

年  月  日撮影 

 

 

写真貼付欄 

出願６か月以内に無帽で 

上半身を撮影したもの 

縦  ４㎝ 

横  ３㎝ 

住 所 

〒     

 

 

 

 

連絡先電話番号 

フリガナ  

氏 名  

生年月日   年   月   日 

受験票等送付先 

□上記住所と同じ □上記住所以外（下記） 

〒     

（住所） 

 

 

（氏名） 

上記受験種目に係る毒物劇物取扱者試験を受けたいので、関係書類を添えて申し込みます。 

（注） １ 字はボールペン、万年筆等を用い、楷書ではっきり書くこと。 

２ 関係書類として、戸籍抄本又は住民票の写し（住民基本台帳法第７条第５号に掲げ 

る事項を記載したものに限る。）を添えること。 

３ 受験種目は、該当項目１つを丸で囲むこと。 

４ ＊印のところは記入しないこと。 

５ 住所及び氏名は、漢字も含め戸籍抄本又は住民票の写しに記載されているとおりに 

記入すること。 
６ 連絡先電話番号は、出願者本人に日中確実に連絡が取れる番号を記入すること。 
７ 受験票等送付先の住所及び氏名は、受験票等を郵便で確実に受け取れる居住地や勤 

務地を記入すること。住民票等に記載されている住所以外でも可。 
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（温泉法施行細則の一部改正） 

第27条 温泉法施行細則（平成12年宮城県規則第104号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納付方法） 

第23条 条例第23条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

（納付の特例） 

第23条 条例第23条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定

により指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する

指定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

  

 （医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則の一部改正） 

第28条 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則（昭和36年宮城県規則第81号）の一部を次のように改

正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（手数料の納付方法） 

第15条 条例第９条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

（納付の特例） 

第15条 条例第９条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指
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定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

様式第９号（第９条関係） 

 

 

 

 

配置従事者身分証明書書換え交付申請書 

［略］ 

 

 

様式第10号（第10条関係） 

 

 

 

 

配置従事者身分証明書再交付申請書 

［略］ 

 

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

 

様式第９号（第９条関係） 

 

 

 

 

配置従事者身分証明書書換え交付申請書 

［略］ 

 

 

様式第10号（第10条関係） 

 

 

 

 

配置従事者身分証明書再交付申請書 

［略］ 

収 入 証 紙 

収 入 証 紙 

  

（麻薬及び向精神薬取締法施行細則の一部改正） 

第29条 麻薬及び向精神薬取締法施行細則（昭和39年宮城県規則第96号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納付方法） 

第19条 条例第14条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

 

（納付の特例） 

第19条 条例第14条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 
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(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

  

（覚醒剤取締法施行細則の一部改正） 

第30条 覚醒剤取締法施行細則（平成12年宮城県規則第107号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納付方法） 

第14条 条例第16条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

 

（納付の特例） 

第14条 条例第16条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

（大麻草の栽培の規制に関する法律施行細則の一部改正） 

第31条 大麻草の栽培の規制に関する法律施行細則（平成12年宮城県規則第108号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納付方法） 

第11条 条例第10条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

 

（納付の特例） 

第11条 条例第10条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 
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(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

  

（職業能力開発校規則の一部改正） 

第32条 職業能力開発校規則（昭和49年宮城県規則第34号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

(授業料等の額等) 

第14条の３ [略] 

２ 入学者選抜手数料、入学金及び証明手数料の徴収に係る条例第９

条の知事が別に定める方法は、次に掲げる方法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 指定納付受託者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条

の２の３第１項に規定する指定納付受託者をいう。）に納付を委託

する方法 

 

様式第２号(第10条関係) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(授業料等の額等) 

第14条の３ [略] 

２ 入学者選抜手数料、入学金及び証明手数料の徴収に係る条例第９

条ただし書の別に定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 現金により徴収する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により徴収する場合 

(3) 指定納付受託者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条

の２の３第１項に規定する指定納付受託者をいう。）による納付の

方法により徴収する場合 

 

様式第２号(第10条関係) 
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※の欄は記入しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※区分 普通(推薦・一般)、短期 

 

※の欄は記入しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※区分 普通(推薦・一般)、短期 

（通訳案内士法施行細則の一部改正） 

第33条 通訳案内士法施行細則（平成12年宮城県規則第125号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

第２条 [略] 

 

（手数料の納付方法） 

第３条 条例第３条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

 

第２条 [略] 

 

※受験番号  

 

入 学 願 書 

 

 

 

納付書等貼付け欄（入学者選抜手数料２，２００円） 

（ 普通課程の入学志願者のみ入学者選抜手数料の納付書等を貼り 

付けてください。※電子申請システムにて決済された方は貼付不要 ） 

 

［略］ 

    ［略］ 

 ［略］ 

【セルフレジ読取用バーコード】 

※受験番号  

 

入 学 願 書 

 

 

 

納付書等貼付け欄（入学者選抜手数料２，２００円） 

（ 普通課程の入学志願者のみ入学者選抜手数料の納付書等を貼り付けてください。 ） 

 

［略］ 

    ［略］ 

 ［略］ 
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(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

  

（宮城県農業大学校規則の一部改正） 

第34条 宮城県農業大学校規則（昭和59年宮城県規則第７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の徴収方法） 

 

（徴収の特例） 

第18条 入学者選抜手数料及び証明手数料の徴収に係る農業大学校

条例第８条の知事が別に定める方法は、次に掲げる方法とする。 

第18条 入学者選抜手数料及び証明手数料の徴収に係る農業大学校

条例第８条ただし書の別に定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 現金による方法 (1) 現金により徴収する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に徴収を委託する方法 

(2) 知事の発行する納入通知書により徴収する場合 

(3) 指定納付受託者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条

の２の３第１項に規定する指定納付受託者をいう。）による納付

の方法により徴収する場合 

 

様式第１号（第６条関係） 

 （表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第１号（第６条関係） 

（表面） 
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入学者選抜手数料納付確認欄 

入学者選抜手数料レシート貼付欄 

（セルフレジ利用の場合） 

オンライン 

決済済 入学者選抜手数料を電子申請システムによるオンライン決済で納付済みの方は 

←こちらに○印をつけてください。  

 

     宮城県農業大学校入校願書 

 

［略］ 

 

入校試験区分選択（○印を付けてください。） 

推薦入試 

学校長推薦 地域推薦 

［略］  ［略］   

志望学部（第２志望欄は第２志望がある場合のみ記入してください。） 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

    宮城県農業大学校入校願書 

 

［略］ 

 

入校試験区分選択（○印を付けてください。） 

推薦入試  ［略］  ［略］  

志望学部（第２志望欄は第２志望がある場合のみ記入してください。） 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （裏面） ［略］ 

 

（土壌肥飼料等分析手数料条例施行規則の一部改正） 

第35条 土壌肥飼料等分析手数料条例施行規則（昭和51年宮城県規則第43号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納入方法） 

第４条 条例第３条の知事が別に定める方法は、次に掲げる方法とす

 

（手数料の納入方法） 

第４条 条例第３条ただし書に規定する知事が特別の事情があると認

宮城県収入証紙貼付欄 

（2,200円分の宮城県収入証紙を貼り、消印はしないでください。） 

［略］ 

年度 

［略］ 

年度 

［略］ 

 

［略］ 
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る。 

(1)～(3)  ［略］ 

める場合の納入は、次に掲げる方法のいずれかによるものとする。 

(1)～(3)  ［略］ 

 

様式第１号（第２条関係） 

 

様式第１号（第２条関係） 

  

（養蜂振興法施行細則の一部改正） 

第36条 養蜂振興法施行細則（平成12年宮城県規則第53号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納入方法） 

第７条 条例第６条の知事が別に定める方法は、次に掲げる方法とす

る。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

 

（納入方法の特例） 

第７条 条例第６条ただし書の別に定める場合は、次に掲げる場合と

する。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

（整理番号   ） 

分析（成績書謄本交付）申請書 

［略］ 

［略］ 

レシート（提出用） 

貼 り 付 け 欄 
 

［略］ 

 （注） ［略］ 

（整理番号   ） 

分析（成績書謄本交付）申請書 

［略］ 

［略］ 

県収入証紙はり 

付 け 欄 
 

［略］ 

 （注） ［略］ 
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定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

  

（家畜人工授精手数料条例施行規則の一部改正） 

第37条 家畜人工授精手数料条例施行規則（平成19年宮城県規則第40号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納付方法） 

第５条 条例第２条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

 

(1)～(3) [略] 

 

 

（納付方法の特例） 

第５条 条例第２条第２項ただし書に規定する知事が特別の理由があ

ると認める場合の納付は、次に掲げる方法のいずれかによるものと

する。 

(1)～(3) [略] 

（家畜伝染病予防法施行細則の一部改正） 

第38条 家畜伝染病予防法施行細則（平成12年宮城県規則第121号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

 （手数料の納入方法） 

第17条 条例第13条の知事が別に定める方法は、次に掲げる方法とす

る。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

 （納入方法の特例） 

第17条 条例第13条ただし書の別に定める場合は、次に掲げる場合と

する。 

(1) 現金により納付する場合 

 

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

  

51



（家畜検査手数料条例施行規則の一部改正） 

第39条 家畜検査手数料条例施行規則（平成31年宮城県規則第46号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

第３条 ［略］ 

 

（手数料の納付方法） 

第４条 条例第２条第３項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

第５条 ［略］ 

 

第６条 ［略］ 

 

様式第４号（第６条関係） 

 

第３条 ［略］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条 ［略］ 

 

第５条 ［略］ 

 

様式第４号（第５条関係） 

  ［略］ 
手数料免除申請書 

 
 下記のとおり手数料の全部又は一部の免除を受けたいので、
家畜検査手数料条例施行規則第６条第１項の規定により申請
します。 

［略］ 
 

［略］ 
手数料免除申請書 

 
 下記のとおり手数料の全部又は一部の免除を受けたいので、
家畜検査手数料条例施行規則第５条第１項の規定により申請
します。 

［略］ 
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 （遊漁船業者登録簿の閲覧に関する規則の一部改正） 

第40条 遊漁船業者登録簿の閲覧に関する規則（平成15年宮城県規則第５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

別記様式（第４条関係） 

遊漁船業者登録簿閲覧申込書 

年 月 日 

［略］ 

 

 

（注） [略] 

 
  

 

 

別記様式（第４条関係） 

遊漁船業者登録簿閲覧申込書 

年 月 日 

［略］ 

収 入 証 紙 貼 付 欄 

                                       

（注） [略] 

 
  

 

（林業種苗法施行細則の一部改正） 

第41条 林業種苗法施行細則（昭和45年宮城県規則第90号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

様式第１号(第２条関係) 

 

様式第１号(第２条関係) 
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レ シ ー ト  

(提 出 用 )  

貼付欄 

林業種苗生産事業者講習会受講申込書 

 

[略] 

 

 

様式第４号(第４条関係) 
 

 

レ シ ー ト 

（提出用） 

貼付欄 
林業用種苗証明申請書 

 

[略] 
 

 

収 入 証 紙 

ちょう付欄 

林業種苗生産事業者講習会受講申込書 

 

[略] 

 

 

様式第４号(第４条関係) 
 

 

収 入 証 紙 

ちょう付欄 
林業用種苗証明申請書 

 

[略] 
 

  

（建設業法施行細則の一部改正） 

第42条 建設業法施行細則（昭和36年宮城県規則第36号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納入方法） 

第11条 条例第４条第３項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

 

（納付の特例） 

第11条 条例第４条第３項ただし書及び第４項ただし書の別に定める

場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 
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(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

  

（特殊車両通行許可申請手数料条例施行規則の一部改正） 

第43条 特殊車両通行許可申請手数料条例施行規則（令和７年宮城県規則第38号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納入方法） 

第２条 条例第２条の知事が別に定める方法は、次に掲げる方法とす

る。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

 

（納付の特例） 

第２条 条例第２条ただし書の別に定める場合は、次に掲げる場合と

する。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則の一部改正） 

第44条 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則（平成17年宮城県規則第182号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納付方法） 

第13条 条例第10条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

 

（納付の特例） 

第13条 条例第10条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる
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法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

  

（屋外広告物条例施行規則の一部改正） 

第45条 屋外広告物条例施行規則（昭和49年宮城県規則第44号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納入方法） 

第19条の２ 条例第30条第２項及び第45条第３項の知事が別に定める

方法は、次に掲げる方法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法第231条の２の２の規定により指定納付受託者（同

法第231条の２の３第１項に規定する指定納付受託者をいう。）

に納付を委託する方法 

 

様式第１号（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

（納付の特例） 

第19条の２ 条例第30条第２項ただし書及び第45条第３項ただし書の

別に定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法第231条の２の２の規定により指定納付受託者（同

法第231条の２の３第１項に規定する指定納付受託者をいう。）

に納付を委託する場合 

 

様式第１号（第３条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号（第６条関係） 

  ［略］ 

手
数
料
欄 

 

 
  

 

手
数
料
欄 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

様式第２号（第５条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号（第６条関係） 

  ［略］ 

収
入
証
紙
欄 

 

 
  

 

収
入
証
紙
欄 

 

 
  

 

［略］ 

屋外広告物表示（設置）許可申請書 

［略］ 

［略］ 

※ ［略］ 

屋外広告物許可更新申請書 

［略］ 

［略］ 

［略］ 

［略］ 

※ ［略］ 

［略］ 

屋外広告物表示（設置）許可申請書 

［略］ 

［略］ 

※ ［略］ 

屋外広告物許可更新申請書 

［略］ 

［略］ 

［略］ 

［略］ 

※ ［略］ 
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手数料欄 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第12号（第15条関係） 

（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） ［略］ 

 

様式第17号（第19条関係） 

 

 

 
  

 

 

手数料欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第12号（第15条関係） 

 （表面） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） ［略］ 

 

様式第17号（第19条関係） 

 

 

 
  

 

 

収入証紙欄 

 

屋外広告物変更（改造）許可申請書 

［略］ 

［略］ 

※ ［略］ 

［略］ 

手
数
料
欄 

屋外広告物変更（改造）許可申請書 

［略］ 

※ ［略］ 

収
入
証
紙
欄 

［略］ 

［略］ 

［略］ 

屋外広告業登録申請書 

［略］ 

［略］ 

［略］ 

屋外広告業登録申請書 

［略］ 

［略］ 
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（宅地建物取引業法施行細則の一部改正） 

第46条 宅地建物取引業法施行細則（平成12年宮城県規則第140号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納入方法） 

第21条 条例第10条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

 

（納付の特例） 

第21条 条例第10条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

 （建築士法施行細則の一部改正） 

屋外広告物講習会申込書 

 

 
［略］ 

収
入
証
紙
欄 

［略］ 

（注意） ［略］ 

 

屋外広告物講習会申込書 

 

 
［略］ 

手
数
料
欄 

［略］ 

（注意） ［略］ 
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第47条 建築士法施行細則（昭和27年宮城県規則第22号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納入方法） 

第１条の３ 建築士法施行条例（平成12年宮城県条例第89号）第７条

第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方法とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法               

 

様式第４号（第４条関係） 

 

           建築士登録事項変更届 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

（注） ［略］ 

 

 

様式第５号（第５条関係） 

 

 

（納付の特例） 

第１条の３ 建築士法施行条例（平成12年宮城県条例第89号）第７条

第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する

指定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合               

 

様式第４号（第４条関係） 

 

建築士登録事項変更届 

 

［略］             

 

 

 

 

 

 

 

 （注） ［略］ 

 

 

様式第５号（第５条関係） 

 

２級 

木造 

［略］ 

２級 

木造 

［略］ 

登録手数料納入（付）証票 貼付欄 

（登録手数料：       円） 

手数料欄 
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     建築士免許証（免許証明書）     申請書 

 

              ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第７号の３（第９条の２関係） 

［略］ 

 

 建築士登録証明願 

  

［略］ 

 

（手数料：  通×    円＝     円） 

手数料欄 

※証明願は、必要数に１を加えた部数を提出すること。 

レシートは、提出する証明願のうち１枚のみに貼付すること。 

 

 

様式第12号（第28条関係） 

 

 

 

 

建築士免許証（免許証明書）     申請書 

 

              ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第７号の３（第９条の２関係） 

［略］ 

 

 建築士登録証明願 

 

［略］ 

 

（手数料：  通×    円＝     円） 

証明願手数料納入（付）証票 貼付欄 

※証明願は、必要数に１を加えた部数を提出すること。 

収入証紙は、提出する証明願のうち１枚のみに貼付すること。 

 

 

様式第12号（第28条関係） 

 

 

 

２級 

木造 

２級 

木造 

２級 

木造 

［略］ 

２級 

木造 

書換え交付

再 交 付 

［略］ 

手数料欄 登録手数料納入（付）証票 貼付欄 

（登録手数料：       円） 

書換え交付 

再 交 付 
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［略］ 

建築士事務所登録証明願 

［略］ 

 

（手数料：  通×    円＝     円） 

手数料欄 

※証明願は、必要数に１を加えた部数を提出すること。 

レシートは、提出する証明願のうち１枚のみに貼付すること。 

 
 

［略］ 

建築士事務所登録証明願 

［略］ 

 

（手数料：  通×    円＝     円） 

証明願手数料納入（付）証票 貼付欄 

※証明願は、必要数に１を加えた部数を提出すること。 

収入証紙は、提出する証明願のうち1枚のみに貼付すること。 

 
 

  

（建築基準法施行細則の一部改正） 

第48条 建築基準法施行細則（昭和46年宮城県規則第21号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（手数料の納入方法） 

第45条の３ 条例第20条の知事が別に定める方法は、次に掲げる方法

とする。 

(1) 現金による方法 

(2) 知事の発行する納入通知書による方法 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法 

 

 

（納付の特例） 

第45条の３ 条例第20条ただし書の別に定める場合は、次に掲げる場

合とする。 

(1) 現金により納付する場合 

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合 

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合 

（都市計画法施行細則の一部改正） 

第49条 都市計画法施行細則（平成12年宮城県規則第148号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
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（手数料の納付方法） 

第31条 条例第21条第２項の知事が別に定める方法は、次に掲げる方

法とする。 

(1) 現金による方法

(2) 知事の発行する納入通知書による方法

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する方法

（納付の特例） 

第31条 条例第21条第２項ただし書の別に定める場合は、次に掲げる

場合とする。 

(1) 現金により納付する場合

(2) 知事の発行する納入通知書により納付する場合

(3) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の２の規定に

より指定納付受託者（同法第231条の２の３第１項に規定する指

定納付受託者をいう。）に納付を委託する場合

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に第３条、第５条、第７条から第13条まで、第15条から第17条まで、第19条から第26条まで、第28条、第32条、第34

条、第35条、第39条、第40条、第45条及び第47条（以下これらを「各規則」という。）の規定による改正前の各規則の規定により提出等され

た申請書等は、それぞれ改正後の各規則の規定により提出等された申請書等とみなす。 

３ 改正前の各規則の規定による諸様式で取扱い上著しく支障のないものについては、当分の間、改正後の各規則の規定によるものとみなす。 
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宮城県訓令甲第21号 

事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和７年９月30日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩 

 事務決裁規程の一部を改正する訓令 

事務決裁規程（昭和35年宮城県訓令甲第24号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

保健福祉部長 保健福祉部長 

社会福祉課 

１～５ ［略］ 

６ 住宅確保要配慮者に対する賃貸

住宅の供給の促進に関する法律

（平成19年法律第112号）第55条の

規定による認定事業者に対する改

善命令（居住安定援助に係るもの

に限る。） 

社会福祉課長 

１～19 ［略］ 

20 住宅確保要配慮者に対する賃貸

住宅の供給の促進に関する法律第

54条の規定による認定事業者等に

対する報告の徴収、立入検査及び

質問（居住安定援助に係るものに

限る。） 

社会福祉課 

１～５ ［略］ 

社会福祉課長 

１～19 ［略］ 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

住宅課 住宅課長 住宅課 住宅課長 

１～７ ［略］ 

８ ［略］ 

(1)～(4) ［略］ 

(5) 認可事業者による終身建物

賃貸借の解約の申入れの承認

（第59条） 

(6) 認可事業者に対する認可住

１～８ ［略］ 

９ ［略］ 

(1)～(5) ［略］ 

(6) 登録住宅の目的外使用の承

認及びその通知（第19条の２） 

(7)～(17) ［略］ 

(18) 認可事業者に対する助言及

１～７ ［略］ 

８ ［略］ 

(1)～(4) ［略］ 

(5) 認可事業者による終身建物

賃貸借の解約の申入れの承認

（第58条） 

(6) 認可事業者に対する認可住

１～８ ［略］ 

９ ［略］ 

(1)～(5) ［略］ 

(6)～(16) ［略］ 

(17) 認可事業者に対する助言及
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宅の改善命令（第69条） 

(7) 認可事業者に対する事業認

可の取消し（第70条） 

９・10 ［略］ 

11 住宅確保要配慮者に対する賃貸

住宅の供給の促進に関する法律の

施行に関する次のこと。 

(1)～(5) ［略］ 

(6) 認定事業者に対する改善命

令（保健福祉部長の専決事項に

係るものを除く。）（第55条） 

(7) 住宅確保要配慮者居住支援

法人の指定（第59条） 

(8) 住宅確保要配慮者居住支援

法人に対する監督上必要な命令

（第68条） 

(9) 住宅確保要配慮者居住支援

法人の指定の取消し及びその公

示（第70条） 

び指導（第66条） 

(19) 認可事業者からの報告の徴

収（第67条） 

(20) 認可事業者の地位の承継の

承認（第68条） 

(21) 賃借人に対する援助（第73

条） 

10 ［略］ 

11 ［略］ 

(1)～(12) ［略］ 

(13) 居住安定援助計画の認定

（第41条） 

(14) 居住安定援助計画の認定の

通知（第43条） 

(15) 居住安定援助計画の変更の

認定（第44条） 

(16) 地位の承継の承認（第45条） 

(17) 専用賃貸住宅の目的外使用

の承認及びその通知（第50条） 

(18) 認定事業者等に対する報告

の徴収、立入検査及び質問（社

会福祉課長の専決に係るものを

除く。）（第54条） 

(19) 居住安定援助計画の認定の

取消し及びその通知（第56条） 

(20) 入居者に対する援助（第58

条） 

(21) 住宅確保要配慮者居住支援

法人の指定の公示（第60条） 

宅の改善命令（第68条） 

(7) 認可事業者に対する事業の

認可の取消し（第69条） 

９・10 ［略］ 

11 住宅確保要配慮者に対する賃貸

住宅の供給の促進に関する法律

（平成19年法律第112号）の施行に

関する次のこと。 

(1)～(5) ［略］ 

(6) 住宅確保要配慮者居住支援

法人の指定（第40条） 

(7) 住宅確保要配慮者居住支援

法人に対する監督上必要な命令

（第48条） 

(8) 住宅確保要配慮者居住支援

法人の指定の取消し及びその公

示（第50条） 

び指導（第65条） 

(18) 認可事業者からの報告の徴

収（第66条） 

(19) 認可事業者の地位の承継の

承認（第67条） 

(20) 賃借人に対する援助（第72

条） 

10 ［略］ 

11 ［略］ 

(1)～(12) ［略］ 

(13) 住宅確保要配慮者居住支援

法人の指定及びその変更の公示

（第41条） 
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(22) 住宅確保要配慮者居住支援

法人の支援業務の変更の認可及

びその認可等の公示（第61条） 

(23) 債務保証業務の委託の認可

（第63条） 

(24) 債務保証業務規程等の認可

及びその変更の認可並びにその

変更の命令（第64条） 

(25) 事業計画及び収支予算の認

可及びその変更の認可（第65条） 

(26) 住宅確保要配慮者居住支援

法人に対する報告の徴収、立入

検査及び質問（第69条） 

(27) 住宅確保要配慮者居住支援

法人による賃貸住宅供給促進計

画の作成等の提案に係る通知

（第71条） 

(14) 債務保証業務の委託の認可

（第43条） 

(15) 債務保証業務規程の認可及

びその変更の認可並びにその変

更の命令（第44条） 

(16) 事業計画及び収支予算の認

可及びその変更の認可（第45条） 

(17) 住宅確保要配慮者居住支援

法人に対する報告の徴収、立入

検査及び質問（第49条） 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

各所長～精神保健福祉センター所長 ［略］ 各所長～精神保健福祉センター所長 ［略］ 

地方振興事務所長 地方振興事務所長 

１～38 ［略］ １～38 ［略］ 

39 証紙規則を廃止する規則（令和７年宮城県規則第84号）附則第２

項の規定に基づく証紙返還申請書の受理 

39 証紙規則（昭和39年宮城県規則第33号）第15条の規定に基づく証

紙返還申請書の受理及び証紙の他の証紙との交換 

40 ［略］ 40 ［略］ 

 農業改良普及センター長～土木事務所長 ［略］  農業改良普及センター長～土木事務所長 ［略］ 

別表第４（第３条関係） 別表第４（第３条関係） 

［略］ ［略］ 

総務部長 総務部長 

１～５ ［略］ １～５ ［略］ 
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６ 証紙規則を廃止する規則附則第２項の規定に基づく証紙返還申請書の

受理（地域事務所の事業担当区域に係るものを除く。） 

６ 証紙規則第15条の規定に基づく証紙返還申請書の受理及び証紙の他の

証紙との交換（地域事務所の事業担当区域に係るものを除く。） 

７・８ ［略］ ７・８ ［略］ 

［略］ ［略］ 

地域事務所に置かれる総務部長 地域事務所に置かれる総務部長 

１～４ ［略］ １～４ ［略］ 

５ 証紙規則を廃止する規則附則第２項の規定に基づく証紙返還申請書の

受理 

５ 証紙規則第15条の規定に基づく証紙返還申請書の受理及び証紙の他の

証紙との交換 

６・７ ［略］ ６・７ ［略］ 

［略］ ［略］ 

 附 則 

この訓令は、令和７年10月１日から施行する。 
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